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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：エジプト・アラブ共和国 案件名：ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プ

ロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト（SATREPS） 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第二課 協力金額（2012年 2月現在）：2.47億円 

協力期間 （R/D）：2009 年 6 月 1 日

～2014年 5月 31日 

先方関係機関： 

カイロ大学農学部、国立水資源研究センター、国立農業

研究センター 

日本側協力機関名：筑波大学、鳥取大学 

他の関連協力：水管理改善プロジェクト 2 

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源

の大部分を賄うナイル河からの取水はスーダンとの二国間の協定（ナイル河協定、1954 年）に

より年間 555 億トンに制限されていること、エジプトの年間降水量が 25mm 程度（カイロ）で

あることから、同国での新たな水資源の開発も困難である。このため同国は、ナイルデルタ地

域の農業用水の有効利用を図ることで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に

灌漑農地を拡大し、食糧生産の増大を図ろうとしている。また、農業セクターは就業人口の 3

割を抱え、その多くが小規模農地の貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の

開発・拡大を通じて、就業人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとして

いる。 

これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や揚

水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援を実施

してきた。 

同国の第 6 次国家社会経済開発計画（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新たな農地

の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017年を目標年に掲

げる国家水資源計画（National Water Resource Plan：NWRP）の施策は具体性に乏しい。このた

め、アスワンハイダムの建設により洪水が排除された後の塩類集積による土壌への影響、塩類

集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用で

きていない排水の再利用の可能性等を把握したうえで、農業用水の有効利用を図るための包括

的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大学等の研究機関がデータや知見に基づいて

現状を分析し、改善策を提示することが求められている。 

このような背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプ

ト政府はわが国に対して地球規模課題対応国際科学技術協力プロジェクトの実施要請を行っ

た。これを受け、日本側は 2009年 6月から 5年間の予定で本プロジェクトを開始した。 

今回実施の中間レビュー調査はエジプト側と合同で実施し、これまでの研究活動の進捗状況

を把握するとともに、評価５項目の観点から総合的評価を行うことにより、今後のプロジェク

ト活動のために必要な方策を提言することを目的とした。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標： 

社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生産の増

大と雇用機会の拡大に貢献する。 

 

（２）プロジェクト目標： 

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化を図りなが

ら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

（３）アウトプット： 

１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

２．圃場の塩害防止の方策が提示される。 

３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可

能性が示される。 

 

１－３ 投入（2012年 2月まで） 

日本側：  総額 2.47億円 

研究者 延べ 81名 機材供与 1.29億円 

長期専門家 2名 ローカルコスト負担 0.18億円 

本邦研修員受入 12名 

エジプト側：カウンターパート（C/P）配置  33名 

      土地施設提供、執務室 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査者 １．仲田 俊一（総括）独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部 参事役 

２．久保 英之（評価分析）グローバルリンクマネージメント株式会社 自然資源・

環境分野専門家 

３．岩崎 真紀子（協力計画）JICA 農村開発部 畑作地帯グループ 畑作地帯第

二課 調査役 

４．安岡 善文（科学技術計画・評価）国立大学法人東京大学 名誉教授 

５．佐藤 雅之（科学技術計画・評価）独立行政法人科学技術振興機構 地球規模課

題国際協力室 参事役 

６．Prof. Abd El Alim Metwally カイロ大学農学部教授（農学） 

７．Prof. A. M. Elberry カイロ大学農学部農業工学科教授（灌漑） 

８．Prof. Mohamed Lotfy Nasr 水 管 理 研 究 所 （ Water Management Research 

Institute：WMRI）教授（水経済） 

９．Prof. Hamdi Khalifa 国立農業研究センター（Agricultural Research Center：

ARC）土壌水環境研究所教授（土壌及び水） 

調査期間 2012年 2月 22日～2012年 3月 12日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

研究グループ１／水塩収支分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・作物生育期において、蒸発量は蒸発散量の約 60％を占めた（これは、節水量の上限を示すも
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のである）。 

・蒸発量は、高い地下水位の影響を強く受けている可能性がある。 

・空隙率 10～50％のカジュアリーナ（Casualina）防風林では、樹木の蒸散量を考慮したとして

も、蒸発散量は約半分に減少すると推定される。 

・ナイルデルタにおいて、水田を含む土地被覆状況を特定するための画像解析手法が開発され

た。 

・水塩収支モデルが現在開発途上にあり、モデル構築・検証のためのデータ収集が進んでいる。

 

研究グループ２／用水管理分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・バハル・アブシャン用水路（伝統的な灌漑手法が実践されている）及びバハル・ヌール支線

用水路（改良された灌漑手法が実践されている）における水配分の実態が明らかにされた。

・マルワにおける灌漑面積当たりの水供給能力が、水配分及び灌漑用水管理にかかわる農民の

行動を規定する最大の要因であることが判明した。 

・節水方法（長期間断灌漑または水供給量の削減）の違いによって、農民グループごと（上流・

下流）に受ける影響が異なることが判明した。 

 

研究グループ３／土壌の肥沃性分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・灌漑用水の塩濃度と土壌塩分量に高い相関があることが判明した。 

・土壌粒子表面の Na/Caイオン比が土壌の透水性を決めていることが示された。 

・これまでのところ、過去に水田として利用した頻度が高い圃場で除塩が進んでいるという傾

向は観察されていない。 

 

研究グループ４／食料生産分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・（2010年夏作トウモロコシ）マルチ処理区は表面灌漑区と同等かやや低収。 

・（2010年冬作テンサイ）点滴灌漑区は低収、長期間断灌漑区の実用性は高いと判断された。 

・（2011年夏作トウモロコシ）細溝灌漑の成績は表面灌漑に近い。 

・ジャトロファ及びヒマは塩化ナトリウム（NaCl）濃度 4,000ppm程度の塩ストレス下において栽

培可能であることが示された。 

・点滴灌漑で栽培されたトウモロコシの飼料価が表面灌漑のものより低いことが示された。 

 

研究グループ５／バイオエネルギー分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

（農業排水を利用した燃料作物栽培データを収集中） 

 

全体の研究体系 
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上図は、本プロジェクトの全体像を理解するための試みとして調査団が作成した体系図で、

主なポイントは以下のとおりである。 

・これまでの研究成果より、ナイルデルタにおける水利用形態は既に節水的であることが判明

しているため、プロジェクトの基本的な考え方として、現在の水利用体系を前提としたうえ

で、さらに改善する方法を検討していくというアプローチが採用されている。 

・節水オプションとして、圃場レベル及びマルワ・メスカ・支線水路レベルでそれぞれ異なる

オプションがあり、どのオプションの組み合わせ（水利用の体系）が最も適切なのかを検証

することが本プロジェクトにおける最終的な提言につながっていく。 

・矢印の出発点に記された各々の研究テーマ（及び数字で示された各々の研究項目）への取り

組みを通じて、オプション選択に係る知見が産出される。 

 

プロジェクト目標： 

本案件のプロジェクト目標は、プロジェクトの最終段階において、それまでの研究成果を総

合的に分析・考察した結果として提案されるものであることから、中間レビュー調査時点にお

いて検証すべき事項は特にない。むしろ、上述したように、①研究項目ごとの進捗・成果産出

状況、及び②全体の研究体系に照らし合わせた成果産出状況、をレビューすることが重要であ

り、これによってプロジェクト目標達成に係る研究活動の進捗度合が把握される。 

 

３－２ 実施のプロセス 

（１）活動の進捗状況 

・2011 年に発生したエジプトでの革命、東日本大震災及び福島での原発事故により、研

究活動は停滞を余儀なくされた。特に、デルタレベルにおける水塩収支観測は、水位

計及び超音波ドップラー流向流速計（Acoustic Doppler Current Profiler：ADCP）の設置

が遅れたため、1年の遅れが生じている。 

・プロジェクト開始当初、エジプト側・日本側研究者間で誤解が生じたことから、研究

活動への取り組み開始が遅れた。 

・バイオエネルギーグループの研究項目 5-1及び 5-4は、具体的な進捗がみられないため、

第 4回合同運営委員会において研究活動を取りやめることが決定された。 

・圃場管理において、点滴灌漑の機材維持が適切に行われず、収量が低くなる結果とな

った（当初計画では収量維持という前提）。 

・圃場管理において、施肥などの諸作業が適切に実施されなかったため、異なる灌漑方

法による収量の差を厳密に比較検討する作業ができていない。 

・用水路・排水路に設置した水位計の一部が盗難に遭った。予算上、予備品のストック

ができず、代替品調達に時間を要したため、その間の水位データ収集に支障が生じた。

 

（２）コミュニケーション及びマネジメント 

・プロジェクトの枠組みに関する誤解： プロジェクト開始当初、エジプト側及び日本

側研究者の間でプロジェクトの枠組みについて誤解が生じた。エジプト側研究者は、

JICA が欧米援助機関と同様に研究資金及び手当てを彼らに提供するものだと考えてい

た。中間レビュー調査時点において、エジプト側研究者は JICAの枠組みが欧米援助機

関とは異なることを完全に理解しているが、誤解解消には時間を要したため、研究活

動への取り組み開始が遅れることとなった。 

・計画過程における情報共有の欠如： これまで、研究活動の計画は基本的に日本側研

究者によって行われ、エジプト側研究者との情報共有は計画実施の段階で行われてき

た。このため、エジプト側研究者のなかには研究計画の内容を十分に理解することな
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く実施にかかわる事例もみられた。例えば、サッハ圃場の管理は施肥・除草などが適

切に行われていないという問題が指摘されてきたが、これも、研究計画の立案過程に

おいて双方が十分に議論を行っていなかったことに主な原因がある。日本側研究者は

既にこの問題点を理解しており、計画段階においてエジプト側研究者と議論を行う試

みに取り組み始めている。 

・エジプト側研究者の旅費負担： エジプト側研究者に対する旅費は、プロジェクトの

初年度、2年度目は日本側が負担し、3年度目以降はエジプト側が負担することで合意

がなされている。しかし、エジプトの経済状況悪化等の理由により、この合意はまだ

完全には実施されていない。また、輸入機材の通関経費についても、エジプト側が負

担することとなっているが十分には実施されていない。このため、機材の通関が遅れ、

研究活動の実施に支障が生じている。今回の調査において、カイロ大学農学部からは

大学に所属する研究者の旅費及び通関経費については大学側で負担するとの言質を得

たが、国立水資源研究センター（National Water Research Center：NWRC）については、

政府に対して旅費の予算申請を行ったが承認されなかったため負担は困難との見解が

示された。ARC についても、経費負担の具体的な見通しは得られていない。このよう

に、旅費問題は依然として解決の見通しが立たない状況である。 

・研究者の積極的関与： 本プロジェクトは当初よりさまざまな課題を抱えてきている

が、プロジェクトリーダーをはじめ、日本側・エジプト側とも積極的に研究活動の推

進に貢献している研究者がいるため、中間レビュー調査の時点において一定水準の知

見を産出するに至っている。 

 

（３）C/Pの能力向上 

これまで、渦相関システムからのデータダウンロードとデータ解析（カイロ大学の研究

者のみ）、水路における水位測定とポンプの温度測定、ADCPを用いた流量測定、飼料価の

測定、についてエジプト側への技術移転が行われた。 

 

（４）研究成果の発現に係る貢献要因と阻害要因 

貢献要因 

・本プロジェクトの主旨が水利・灌漑・農業問題にかかわる関係機関（特に、政府系研

究所である WMRI及び農業研究所）の政策課題に合致していること 

・日本側プロジェクトリーダーとエジプト側 C/P 機関幹部との間に強い信頼関係が築か

れたこと 

阻害要因 

・プロジェクトマネジャーに専門分野の異なる研究者が配置されてしまったこと 

・プロジェクトの実施枠組み及び計画に係る事前の情報共有の重要性について、日本側

研究者が十分な注意を払わなかったこと 

 

３－３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、新たな灌漑農地の開発に必要となる水資源を確保するというエジプ

トのニーズに十分合致する。 

エジプトの第 6 次国家社会経済開発計画は、生活水準の向上、国民参加型の開発、政治

改革などを主な計画目標とする。これらの目標を達成する手段として、新たな農地の拡大

を通じた農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。同様に、同国が 2017年を目標年に

掲げる NWRPにおいても排水の再利用、水・塩収支解析、沿岸砂漠地帯における塩類集積
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の防止など水資源管理・活用方法の総合的見直しの重要性を指摘している。本プロジェク

トはこれら両課題に水資源の高度利用化の観点から対策を示すものである。 

本プロジェクトはデルタ地域における効率的な水管理を実現することであり、そのため

の手段として統合的な方法論を採用している。すなわち、圃場・マルワ／メスカ・支線水

路・幹線水路（デルタ）という異なるレベルで研究活動を実施し、水塩収支・灌漑管理・

塩類集積・作物栽培・燃料作物生産という広範な研究対象を設定している。このような包

括的な視点は、デルタ地域における高度な水利用のあり方を提案するという課題に取り組

む手段として極めて適切であるといえる。 

 

（２）有効性 

現在、各々の研究項目がどのような形で最終的な提言に結び付いていくのかという研究

項目の統合化が行われている。基本的な構成としては、圃場レベルにおける水利用のあり

方と、水路レベルにおける水・排水管理のあり方を包括的に検討するという枠組みである。

このような統合化を通じて、デルタ地域における高度な水利用の方策が具体的に示される

ものと見込まれる。 

プロジェクトでは、既に、圃場における水収支及びメスカ／マルワにおける水管理実態

を明らかにしており、これらの研究成果は効率的な節水方法を検討する際の基礎的な知見

となる。また、支線／幹線水路・デルタにおける水塩収支、排水利用による燃料作物生産、

土壌中の塩分挙動に関するデータ収集も進んでおり、これらの研究活動もデルタ地域にお

ける高度な水利用に係る重要な知見を産出するものと期待される。 

 

（３）効率性 

これまで、エジプト革命や東日本大震災の発生により、日本側研究者の派遣及び機材の

供与が遅れ、プロジェクトの進展が一部滞っていたが、中間レビュー調査時点においては

多くの投入がほぼ計画どおりに実施され、研究成果の産出及び研究活動の推進に結び付い

ている。 

しかし、上記３－２の（２）で述べたとおり、コミュニケーション及びマネジメントに

関しては課題が多く、エジプト革命及び東日本大震災を原因とする遅延以外にも、エジプ

ト側研究者に対する渦相関システムの研修が不十分であるなど、投入が十分に生かされて

いない状況も一部にみられる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトの目標は、デルタにおいて効率的な水管理を行い、沙漠での農地開発に

水を供給するというエジプトの国家政策と一致していることから、本プロジェクトの研究

成果が政策立案・実施において利用される可能性は非常に高いといえる。 

プロジェクト実施による負のインパクトは見込まれないが、デルタ地域における節水型

の水管理政策実施は農民の水利用形態を一部変えることを意味するため、政策実施に際し

ては十分な配慮が必要となる。 

 

（５）持続性 

水位計・温度センサー・渦相関システム・ADCPなどの機材導入を通じて、エジプト側研

究者は新たな研究手法に関する知識と技術を習得した。依然として研修は必要であるが、

基本的に、プロジェクト終了後も彼ら自身で研究活動を継続していける水準に達しつつあ

ると考えられる。 

ただし、渦相関システムなどの高価な機材については、日常の維持管理については問題
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ないものの、重大な故障が生じた場合には、外国メーカーに修理を依頼する必要があるた

め、修理費がかさみ、C/P機関では対応できない可能性が高い。 

既に述べたとおり、本プロジェクトの研究項目は国家政策との整合性が高く、エジプト

側研究者がもつもともとの研究項目と重なることから、プロジェクト終了後も、本プロジ

ェクトで導入された研究方法などは持続的に利用される可能性がある。具体的には、渦相

関システムによる蒸発散量計測、防風林をもつ圃場における蒸発散減少量の推定、デルタ

レベルにおける水塩収支モデルの開発・シミュレーション、暗渠排水モニタリング、土壌

中の塩・汚染物質の挙動モニタリング、飼料価の測定、燃料作物の生産などの研究活動が

継続的に実施される可能性をもつ。 

 

３－４ 結 論 

本プロジェクトは、エジプト革命及び東日本大震災の影響を受けたことにより、一部の研究

活動に遅れが出ているものの、全体としては、リーダーをはじめとする日本側・エジプト側研

究者の熱意によりおおむね計画どおりに推移している。中間レビュー調査の時点において、プ

ロジェクトは既に一定水準の知見を産出しており、デルタ地域における高度な水管理のあり方

を提言すべく研究活動全体を統合する段階に入っている。マネジメントに関しては、日本側・

エジプト側研究者双方が計画プロセスを共有すること、エジプト側が必要経費を負担すること、

など依然として課題を抱えているが、既に解決に向けた試みは始まっている。このため、本案

件の進捗状況は、プロジェクト目標達成に向け基本的には順調であるといえるだろう。 

 

３－５ 提 言 

（１）マスタープランの修正 

プロジェクトは既に一定の知見を産出し、研究活動全体を統合していく段階に移行しつ

つある。したがって、これまでの知見を踏まえたうえでマスタープランを修正し、今後の

方向性をより明確にすることが望ましい。修正に際しては、プロジェクト目標・アウトプ

ットごとに指標を設定し、終了時評価に向けた枠組みを明確にしておく必要がある。 

 

（２）計画・実施過程における日本側・エジプト側研究者間の情報共有・意見交換 

日本側研究者は、研究活動の計画及び実施過程においてエジプト側関係者と頻繁に議論

を行い、認識を共有していくことが求められる。既に、新たな活動計画の立案段階におけ

るミーティングや知見共有のためのワークショップが開かれ始めているが、今後は、この

ような活動を更に活性化することが望ましい。なお、計画立案に際しては、予算・期間を

考慮したうえで活動の優先順位を検討することも必要である。 

 

（３）渦相関システム研修 

本プロジェクトでは、渦相関システムを 3 セット導入し、圃場における蒸発散を観測し

ているが、このシステムの仕組み・機材維持について十分な知識・技術をもったエジプト

側研究者はまだ養成されていない。特に、C/P機関である水管理研究所・農業研究所には、

データ管理ができる人材もいない。このため、プロジェクトは早急に研修を実施し、C/P機

関の人材育成に取り組む必要がある。 

 

（４）若手研究者の育成 

エジプト側研究者にとって、日本での研修機会は本プロジェクトに参加する最も重要な

インセンティブのひとつとなっている。国際科学技術協力プロジェクトは、若手研究者を

育てるという目的も持ち合わせていることから、本プロジェクトに十分貢献している若手
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研究者を優先的に本邦研修に参加させることが望ましい。 

 

（５）研究成果の共有及び広報 

本プロジェクトは、エジプトにとって重要な課題を扱うと同時に、既に一定水準の知見

を産出していることから、積極的にプロジェクト成果を関係各機関と共有し、一般向けに

も情報発信していくべきである。具体的には、科学論文の刊行をはじめ、シンポジウムの

開催、ニュースレターの発行などの活動が考えられる。 

 

（６）日本側研究者の長期現地派遣 

現在、日本側プロジェクトチームでエジプトに常駐しているのはロジを担当する調整員 1

名である。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図るためにも、研究者

を長期間現地派遣することが望まれる。 

 

（７）機材修理に係る予算 

渦相関システムをはじめ、本プロジェクトが供与した機材には高価なものが数点あり、

故障した際には相応の修理費（技術者派遣コストを含む）がかかると見込まれる。また、

渦相関システムの場合、3～5 年ごとに専門家による精度チェック及び調整が必要であり、

その場合のコストも小さくはないと推察される。現在の見通しでは、エジプト側 C/P がこ

れらの維持修理費を捻出するのは困難であると考えられることから、何らかの資金源を見

いだすことが求められる。 

 

（８）英文年次技術報告書の作成 

現在、定期的な英文報告書は作成されていないが、今後は、関係者間での情報共有を促

進するためにも、英文の年次技術報告書を作成することが望ましい。 

 




